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令和7年度当初  予算のあらまし
～持続可能なまちとしていくために～

令
和
7
年
度
の
予
算
規
模
は
、一般
会

計
が
1
8
7
億
8
千
万
円
、前
年
度
比

1
0
8・3
％
で
過
去
最
大
規
模
と
な
っ

た
。特

別
会
計
は
、4
会
計
を
合
わ
せ
86
億

2
0
9
9
万
3
千
円
で
、前
年
度
比

1
0
0
・
2
％
、企
業
会
計
は
23
億

6
0
5
0
万
6
千
円
で
、前
年
度
比
93・

2
％
、す
べ
て
の
予
算
の
合
計
で
は

2
9
7
億
6
1
4
9
万
9
千
円
、前
年
度

比
1
0
4・5
％
と
な
っ
た
。 

歳
入
の
50・5
％
を
占
め
る
市
税
収
入

は
、個
人
市
民
税
お
よ
び
固
定
資
産
税
が

増
加
す
る
こ
と
を
見
込
み
、市
税
全
体
で

前
年
度
比
1
0
7・8
％
の
94
億
9
1
8

4
万
3
千
円
を
計
上
し
た
。 

ま
た
、市
債

に
つ
い
て
は
、前
年
度
比
1
7
5・2
％
の

12
億
8
0
8
0
万
円
を
計
上
し
て
お
り
、

そ
の
主
な
も
の
は
、弥
富
ま
ち
な
か
交
流

館
整
備
事
業
の
た
め
の
社
会
教
育
施
設

整
備
事
業
債
で
あ
る
。

一方
、歳
出
面
に
お
い
て
は
、道
路
改
良

事
業
や
、弥
富
ま
ち
な
か
交
流
館
整
備
事

業
な
ど
の
投
資
的
経
費
に
、前
年
度
比

1
2
9・9
％
の
20
億
6
4
8
7
万
6
千

円
を
計
上
し
て
い
る
。そ
の
ほ
か
、一部
歳

入
の
キ
ャッ
シ
ュ
レ
ス
化
や
所
得
証
明
書
、

課
税
証
明
書
、納
税
証
明
書
の
コ
ン
ビ
ニ

エ
ン
ス
ス
ト
ア
交
付
や
、市
児
童
ク
ラ
ブ

の
利
用
時
間
を
延
長
す
る
な
ど
多
様
な

市
民
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
の
予
算

を
積
極
的
に
計
上
す
る
と
と
も
に「
安
全・

安
心
な
ま
ち
づ
く
り
」や「
賑
わ
い
の
創

出
」な
ど
、今
後
本
市
を
持
続
可
能
な
ま

ち
と
し
て
い
く
た
め
に
取
り
組
む
べ
き
各

種
施
策
に
必
要
な
予
算
を
配
分
し
た
。

義務的経費　93億6592万円
投資的経費　20億6487万円

自主財源 115億7614万円
依存財源　72億  385万円

一般会計

特別会計

企業会計

特別会計
前年度予算額

当初 最終見込額 当初比 最終比
比較増減増減率

（％）本年度予算額

1,573
3,882,300
858,920
3,878,200
8,620,993

4.4
▲ 1.2
0.9
1.5
0.2

1,507
3,928,620
851,530
3,821,000
8,602,657

1,507
3,986,300
853,279
3,865,182
8,706,268

66
▲ 46,320
7,390
57,200
18,336

66
▲ 104,000

5,641
13,018

▲ 85,275

▲ 172,919
13,524

▲ 186,443
▲ 172,919

▲ 173,320
12,696

▲ 186,016
▲ 173,320

2,533,425
996,631
1,536,794
2,533,425

2,533,826
997,459
1,536,367
2,533,826

▲ 6.8
1.3

▲ 12.1
▲ 6.8

2,360,506
1,010,155
1,350,351
2,360,506

会　　計　　名

前年度予算額
当初 最終見込額 当初比 最終比

比較増減増減率
（％）本年度予算額会　　計　　名

(単位:千円)

※イメージ写真

※数字の誤差は四捨五入のため

※イメージ写真

(単位:千円)

土 地 取 得
国 民 健 康 保 険
後 期 高 齢 者 医 療
介 護 保 険
合 　 　 　 　 　 計

下 水 道 事 業

合 　 　 　 　 　 計

収 益 的 支 出
資 本 的 支 出

新年度の自主財源は歳入総額の 61.6％を占
めている。市の歳入には、個人市民税・法人市
民税・固定資産税・市たばこ税の市税や繰入金
などの自主財源（この割合が高いほど財政が安
定）と、国・県などから定められた額が交付さ
れたり、割り当てられる収入の依存財源がある。

歳出を性質別経費に応じて分類すると人件
費、扶助費、公債費はその支出が義務づけられ、
任意に節減することができない義務的経費（こ
の割合が小さいほど財政にゆとりがある）と、普
通建設事業費や災害復旧事業費などの投資的経
費がある。

個人市民税　27億5100万円　法人市民税　4億6320万円
固定資産税　55億6100万円　交付金　　　2億8404万円
軽自動車税　  1億2530万円　市たばこ税　3億  600万円
入湯税　　　　　　130万円

市税
50.5%

94億9184万円

繰入金
4.4%

8億2502万円

繰越金
2.7%
5億円

諸収入
2.6%

4億9302万円

その他
1.4%

2億6625万円

国庫支出金
13.1%

24億6408万円

県支出金
7.1%

13億3069万円

市債
6.8%

12億8080万円

地方消費税交付金
6.2%

11億7000万円

地方譲与税
1.8%

3億2650万円

地方交付税
1.1%

2億1300万円

その他
2.3%

4億1876万円

自主財源
61.6%

115億7614万円

人件費
21.0%

39億4951万円

扶助費
22.7%

42億5338万円

公債費
6.2%

11億6302万円

普通建設事業費
11.0%

20億6487万円

物件費
16.1%

30億2513万円

補助費等
13.9%

26億253万円

繰出金
8.0%

15億61万円

その他
1.1%

2億2091万円

義務的経費
49.9%
93億

6592万円
投資的経費
11.0%

20億6487万円

その他の経費
39.1%
73億

4920万円

一般会計 187億円
特別会計 86億円
企業会計 23億円
  合　計 297億円

歳 出
（使うお金）

歳 入
（入るお金）

依存財源
38.4%
72億
385万円
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